
１．研究人材ストックの所属状況 ２．研究人材のフローの状況
　２－１　機関間移動の状況

　２－２　人材育成フローの状況

日本の研究開発システム全体俯瞰　（素案）　【人材】
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約1,400人
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約5,200人
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用語定義：

研究者：

大学（短期大学を除く）の課程を修了した者（又はこれと同等以上の専門知識を有する者）で、

特定の研究テーマをもって研究を行っている者

研究補助者：

研究者を補佐し、その指導に従って研究に従事する者

技能者：

研究者、研究補助者以外の者であって、研究者、研究補助者の指導及び監督の下に研究に付随する技術的サービスを行う者

研究事務その他の関係者：

上記以外の者で、研究関係業務のうち庶務、会計等に従事する者

国際ブレーンサーキュレーションの中での

プレゼンスを高めていくこと等が課題

女性の一層の活用が

課題

セクター間の人材流動化向上が課題
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日本の研究人材（114万人 Head-counts）の機関別所属状況（平成25年度）

民間企業（６６６千人） 大学（３８９千人）
公的機関

(86千人）

民間企業

研究者 （531千人）

内Dr. ( 23千人,約 4 ％）
内女性 （ 43千人, 約 8 ％）
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約43%）
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企業 技能者 ( 42千人） 内女性 ( 5千人）
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大学等全体

研究者 （318千人）

内Dr． （124千人,  約 39 % ）
内女性 （ 81千人, 約 25 % ）

内ﾎﾟｽﾄﾞｸ (  11千人,  約 3 % )

%

%データ：総務省 平成26年科学技術研究調査結果の概要（H26.12月)

ﾎﾟｽﾄﾞｸは2012年11月時点：文科省 科学技術・学術政策研究所 調査232（H26.12月）

過半を占める企業人材の

有効活用（学び直し、再配

置等）及びDr.や女性の活

用（ﾍﾞｰｽとなる工学部卒

女子学生増加）等が課題

研究支援人材の

効果的活用が課題
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企業等

高校

高専

研究管理職事業部・企画部門長現場管理者

ＣＥＯ、ＣＴＯ、ＣＯＯ リサーチ・フェロー

技術者 開発研究者 研究者

「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」（2013年、文部科学省）を基に、内閣府作成

ポスドク

短大

修士課程学部

大学等

大学教員等

海外から
の人材

現地雇用

留学生

６．８万人/年 ３．６万人/年 ０．３６万人/年計 １．０万人/年

（０．４８万人/年）

（６．２万人/年） （１．０万人/年）

（平成１６年）
０．５５万人/年 （６．６万人/年） （３．０万人/年）（計 １．０万人/年）

平成２６年

６．３万人/年 ０．７万人/年

１．４万人/年
（１．７万人/年）

大学教員
０．２５万人/年
（０．２１万人/年）

０．１５万人/年

博士課程

・教育・研究指導環境の
抜本的強化が課題
・他大学、公的研究機関
や産業界との間の連携
の促進が課題

・優秀な学生が見通しを
もって博士課程に進学し、
研究に専念できる安定的
な支援方策や多様なキャ
リアパスの形成が課題


